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Ⅰ 水 質 

1 水質汚濁に係る環境基準について （昭和 46.12.28 環告 59） 

（1） 人の健康の保護に関する環境基準 

項   目 基 準 値 測 定 方 法 

カドミウム 0.003  mg/L 以下 
日本工業規格K0102(以下｢規格｣という。) 55.2、55.3

又は55.4に定める方法 

全シアン 検出されないこと 
規格38.1.2及び38.2に定める方法、規格38.1.2及び

38.3に定める方法又は規格38.1.2及び38.5に定める

方法 

鉛  0.01  mg/L 以下 規格54に定める方法 

六価クロム  0.05  mg/L 以下 

規格65.2に定める方法（ただし、規格65.2.6に定める

方法により汽水又は海水を測定する場合にあつては、

日本工業規格K0170-7の7のa)又はb)に定める操作を

行うものとする。) 

砒素  0.01  mg/L 以下 規格61.2,61.3又は61.4に定める方法 

総水銀  0.0005 mg/L 以下 付表1に掲げる方法 

アルキル水銀 検出されないこと 付表2に掲げる方法 

ＰＣＢ 検出されないこと 付表3に掲げる方法 

ジクロロメタン  0.02  mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

四塩化炭素  0.002  mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2, 

5.3.1,5.4.1又は5.5に定める方法 

1,2-ジクロロエタン  0.004  mg/L 以下 
日本工業規格JIS K0125の5.1,5.2, 

5.3.1又は5.3.2に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン  0.1    mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン  0.04   mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

1,1,1-トリクロロエタン   1    mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2, 

5.3.1,5.4.1又は5.5に定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン  0.006  mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2, 

5.3.1,5.4.1又は5.5に定める方法 

トリクロロエチレン  0.01   mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2, 

5.3.1,5.4.1又は5.5に定める方法 

テトラクロロエチレン  0.01   mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2, 

5.3.1,5.4.1又は5.5に定める方法 

1,3-ジクロロプロペン  0.002  mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.1に定める方法 

チウラム  0.006  mg/L 以下 付表4に掲げる方法 

シマジン  0.003  mg/L 以下 付表5の第1又は第2に掲げる方法 

チオベンカルブ  0.02   mg/L 以下 付表5の第1又は第2に掲げる方法 

ベンゼン  0.01   mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

セレン  0.01   mg/L 以下 規格67.2,67.3又は67.4に定める方法 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  10    mg/L 以下 
硝酸性窒素にあつては規格43.2.1、43.2.3、43.2.5

又は43.2.6に定める方法、亜硝酸性窒素にあつては規

格43.1に定める方法 

ふっ素   0.8   mg/L 以下 

規格34.1若しくは34.4に定める方法又は規格34.1c)

に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法

で妨害となる物質が共存しない場合にあつては、これ

を省略することができる。）及び付表6に掲げる方法 

ほう素   1    mg/L 以下 規格47.1,47.3又は47.4に定める方法 

1,4-ジオキサン  0.05   mg/L 以下 付表7に掲げる方法 

備考: 1 基準値は年平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については最高値とする。 

 
2 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法による測定した場合において、その結果が

当該方法の定量限界を下回ることをいう。 
 3 海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

 
4 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6により測定された

硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1により測定された亜硝酸イオンの濃
度に換算係数0.3045を乗じたものの和とする。 
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（2） 生活環境の保全に関する環境基準 

① 河 川（湖沼を除く） 

  ア 

項目 

 

 

類型 

利用目的の 

適 応 性 

基      準      値 

水素イオン濃度 
(pH) 

生物化学的 
酸素要求量 

(BOD) 

浮遊物質量 
(SS) 

溶存酸素量 
(DO) 

大腸菌群数 
 

ＡＡ 

水 道 1 級 

自然環境保全及び A
以下の欄に掲げる
もの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
1 mg/L 以下 25 mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

50MPN/100mL 
以下 

Ａ 

水道 2級・水産 1級 

水浴及びB以下の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
2 mg/L 以下 25 mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

1,000MPN 
/100mL 以下 

Ｂ 

水道 3級・水産 2級 

及びC以下の欄に掲
げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
3 mg/L 以下 25 mg/L 以下 5mg/L 以上 

5,000MPN 
/100mL 以下 

Ｃ 

水 産 3 級 

工 業 用 水 1 級 

及びD以下の欄に掲
げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
5 mg/L 以下 50 mg/L 以下 5mg/L 以上 － 

Ｄ 

工 業 用 水 2 級 

農業用水及びEの欄
に掲げるもの 

6.0 以上 
 

8.5 以下 
8 mg/L 以下 100 mg/L 以下 2mg/L 以上 － 

Ｅ 
工 業 用 水 3 級 

環 境 保 全 

6.0 以上 
 

8.5 以下 
10 mg/L 以下 

ごみ等の浮遊が
認められないこ
と。 

2mg/L 以上 － 

測 定 方 法 

規格12.1に定める方

法又はｶﾞﾗｽ電極を用
いる水質自動監視測
定装置によりこれと

同程度の計測結果の
得られる方法 
 

 

規格 21 に定め

る方法 

付表 9に掲げる方

法 

規格 32 に定める

方法又は隔膜電
極を用いる水質
自動監視測定装

置によりこれと
同程度の計測結
果の得られる方

法 

最確数による定

量法 

備考：1 基準値は、年間平均値とする。 
2 農業用水利点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする。 

注） 1 自然環境保全：  自然探勝等の環境保全 

 
2 水 道  1 級：  

    2 級： 
3 級： 

ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

 

3 水  産 1 級： 
〃  2 級：  
〃   3 級： 

ヤマメ，イワナ等貧腐水性の水域の水産生物用並びに水産 2級及び水産 3級の水産生物用 
サケ科魚類及びアユ等貧腐水性の水域の水産生物用及び水産 3級の水産生物用 
コイ，フナ等β-中腐水性水域の水産生物用 

 4 工業用水 1級：  
〃  2 級： 

3 級： 

沈澱等による通常の浄水操作を行うもの 
薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
特殊な浄水操作を行うもの 

 5 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 
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 イ 

項目 
類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全  亜  鉛 ノニルフェノ－ル 
直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びそ
の塩 

生物 Ａ 
ｲﾜﾅ,ｻｹﾏｽ等比較的低温域を好
む水生生物及びこれらの餌生
物が生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.0006mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

生物 Ｂ 
ｺｲ,ﾌﾅ等比較的高温域を好む水
生生物及びこれらの餌生物が
生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう
ち、生物Ｂの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が
必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.04mg/ｌ以下 

測    定    方    法 規格 53 に定める方法 付表 11 に掲げる方法 付表12に掲げる方法 

備考 
1 基準値は、年間平均値とする。（湖沼,海域もこれに準ずる。） 
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② 湖 沼（天然湖沼及び貯水量 1,000 万ｍ3以上であり、かつ、水の滞留時間が 4日間以上で

ある人工湖） 

ア  
項目 

 
 

類型 

利用目的の 
適 応 性 

基       準       値 

水素イオン濃度 
(pH) 

化学的 
酸素要求量 

(COD) 

浮遊物質量 
(SS) 

溶存酸素量 
(DO) 

大腸菌群数 
 

ＡＡ 
水道 1級・水産 1級 
自然環境保全及び A 以
下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
1 mg/L 以下 1 mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

50MPN/100mL 
以下 

Ａ 
水道 2、3級・水産 2級 
水浴及び B 以下の欄に
掲げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
3 mg/L 以下 5 mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

1,000MPN 
/100mL 以下 

Ｂ 
水道 3 級・工業用水 1
級農業用水及び C の欄
に掲げるもの 

6.5 以上 
 

8.5 以下 
5 mg/L 以下 15 mg/L 以下 5mg/L 以上 － 

Ｃ 
工業用水 2級 
 
環境保全 

6.0 以上 
 

8.5 以下 
8 mg/L 以下 

ごみ等の浮遊が
認められないこ
と。 

2mg/L 以上 － 

測 定 方 法 

規格 12.1 に定め
る方法又はｶﾞﾗｽ
電極を用いる水
質自動監視測定
装置によりこれ
と同程度の計測
結果の得られる
方法 

規格17に定め
る方法 

付表 9 に掲げる
方法 

規格 32 に定め
る方法又は隔膜
電極を用いる水
質自動監視測定
装置によりこれ
と同程度の計測
結果の得られる
方法 

最確数による
定量法 

備 考 
水産 1級，水産 2級及び水産 3級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 
注） 1 自然環境保全：  自然探勝等の環境保全 

 
2 水 道  1 級：  

〃 2,3 級： 
ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

 

3 水  産 1 級： 
〃  2 級：  
〃   3 級： 

ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産 2級及び水産 3級の水産生物用 
サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用並び水産 3級の水産生物用 
コイ，フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

 4 工業用水 1級：  
〃  2 級： 

沈澱等による通常の浄水操作を行うもの 
薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの 

 5 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

イ  

項目 

類型 
利 用 目 的 の 適 応 性 

基  準  値 

全 窒 素 全   燐 

Ⅰ 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 0.1 mg/L 以下 0.005 mg/L 以下 

Ⅱ 

水産 1,2,3 級（特殊なものを除く。） 

水産 1種 

水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

0.2 mg/L 以下 0.01 mg/L 以下 

Ⅲ 
水道 3級（特殊なもの）及びⅣ以下の欄に掲げ

るもの 
0.4 mg/L 以下 0.03 mg/L 以下 

Ⅳ 水産 2種及びⅤの欄に掲げるもの 0.6 mg/L 以下 0.05 mg/L 以下 

Ⅴ 

水産 3種 

工業用水 

農業用水 

環境保全 

1   mg/L 以下 0.1 mg/L 以下 
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測   定   方   法 
規格 45.2，45.3，45.4 又

は 45.6 に定める方法 
規格 46.3 に定める方法 

備考 

1 基準値は、年間平均値とする。 

2 水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うものと

し、全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する。 

3 農業用水については、全隣の項目の基準値は適用しない。 

(注) 1 自然環境保全： 自然探勝等の環境保全 

 

2 水 道 1 級： 

水 道 2 級： 

水 道 3 級： 

ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの(｢特殊なもの｣とは、臭気物質の除去が可能な特殊な浄

水操作を行うものをいう。) 

 

3 水 産 1 種： 

〃  2 種： 

〃  3 種： 

サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並び水産 2種及び水産 3種の水産生物用 

ワカサギ等の水産生物用及び水産 3種の水産生物用 

コイ，フナ等の水産生物用 

 4 環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

ウ 

項目 
類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全  亜  鉛 ノニルフェノ－ル 
直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びそ
の塩 

生物 Ａ 
ｲﾜﾅ,ｻｹﾏｽ等比較的低温域を好
む水生生物及びこれらの餌生
物が生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの
欄に掲げる水生生物の産卵場
（繁殖場）又は幼稚仔の生育場
として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.0006mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

生物 Ｂ 
ｺｲ,ﾌﾅ等比較的高温域を好む水
生生物及びこれらの餌生物が
生息する水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう
ち、生物Ｂの欄に掲げる水生生
物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が
必要な水域 

0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.04mg/ｌ以下 

測    定    方    法 規格 53 に定める方法 付表 11 に掲げる方法 付表12に掲げる方法 

 

 エ 

項目 
類型 

水生生物が生息・再生産する場の適応性 
基  準  値 

底層溶存酸素量 

生物 
1 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生育でき
る場を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸
素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・再生す
る水域 

4.0mg/L 以上 
 

生物 
2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水
生生物が生育できる場を保全・再生する水域又は再生産
段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生
物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0mg/L 以上 
 

生物 
3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生育でき
る場を保全・再生する水域、再生産段階において貧酸素
耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再生する
水域又は無生物域を解消する水域 

2.0mg/L 以上 
 

測定方法 
規格 32 に定める方法又は付表 13 に掲げる

方法 
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③ 海 域 
   ア 

項目 
 

類型 

利 用 目 的 
の 適 応 性 

基      準      値 

水素イオン濃度 
(pH) 

化学的酸 
素要求量 
(COD) 

溶存酸素量 
(DO) 

大腸菌群数 
n-ヘキサン 
抽出物質 
(油分等) 

Ａ 

水  産  1 級 
水      浴 
自然環境保全及び 
Ｂ以下の欄に掲げ
るもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

2mg/L 以下 7.5mg/L 以上 
1,000MPN 

/100mL 以下 
検出され 
ないこと 

Ｂ 

水  産  2 級 
工 業 用 水 
及びＣの欄に掲げ
るもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

3mg/L 以下 5mg/L 以上 ― 
検出され 
ないこと 

Ｃ 環 境 保 全 
7.0 以上 
8.3 以下 

8mg/L 以下 2mg/L 以上 ― ― 

測  定  方  法 

規格 12.1 に定め
る方法又はｶﾞﾗｽ電
極を用いる水質自
動監視測定装置に
よりこれと同程度
の計測結果の得ら
れる方法 

規格 17 に定める
方法（ただし、Ｂ
類型の工業用水
及び水産２級の
うちﾉﾘ養殖の利
水点における測
定方法はｱﾙｶﾘ性
法） 

規格 32 に定め
る方法又は隔膜
電極を用いる水
質自動監視測定
装置によりこれ
と同程度の計測
結果の得られる
方法 

最確数による
定量法 

付表 13 に掲げ
る方法 

備 考：水産 1級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL 以下とする。 

注） 1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
 2 水 産 1 級：マダイ，ブリ，ワカメ等の水産生物用及び水産 2級の水産生物用 
  水 産 2 級：ボラ，ノリ等の水産生物用 
 3 環 境 保 全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 
   

  イ  
項目 

 
類型 

利 用 目 的 の 適 応 性 
基  準  値 

全窒素 全燐 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 
（水産２種及び３種を除く。） 

0.2 mg/L 以下 0.02 mg/L 以下 

Ⅱ 
水産 1種・水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 
（水産２種及び３種を除く。） 

0.3 mg/L 以下 0.03 mg/L 以下 

Ⅲ 
水産２種及びⅣの欄に掲げるもの 
（水産３種を除く。） 

0.6 mg/L 以下 0.05 mg/L 以下 

Ⅳ 
水産３種・工業用水 
生物生息環境保全 

1   mg/L 以下 0.09 mg/L 以下 

測    定    方    法 規格 45.4又は 45.6に定め
る方法 

規格 46.3 に定める方法 

備考: 1 基準値は、年間平均値とする。 

 
2 水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものと

する。 

注） 1 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

 
2 水産 1種： 

水産 2種： 
水産 3種： 

底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される。 
一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される。 
汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される。 

 3 生物生息環境保全：年間を通じて底生生物が生息できる限度 
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 ウ 

項目 
類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基  準  値 

全  亜  鉛 ノニルフェノ－ル 
直鎖アルキルベンゼ
ンスルホン酸及びそ
の塩 

生物 Ａ 水生生物の生息する水域 0.02mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.01mg/L 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、水生生物
の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔
の生育場として特に保全が必
要な水域 

0.01mg/L 以下 0.0007mg/L 以下 0.006mg/L 以下 

測    定    方    法 規格 53 に定める方法 付表 11 に掲げる方法 付表12に掲げる方法 

 

  エ 

項目 
類型 

水生生物が生息・再生産する場の適応性 
基  準  値 

底層溶存酸素量 

生物 
1 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生育でき
る場を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸
素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・再生す
る水域 

4.0mg/L 以上 
 

生物 
2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水
生生物が生育できる場を保全・再生する水域又は再生産
段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生
物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0mg/L 以上 
 

生物 
3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生育でき
る場を保全・再生する水域、再生産段階において貧酸素
耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再生する
水域又は無生物域を解消する水域 

2.0mg/L 以上 
 

測定方法 
規格 32 に定める方法又は付表 13 に掲げる

方法 
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（3）地下水の水質汚濁に係る環境基準について （平成 9.3.13 環告 10） 

項   目 基 準 値 測 定 方 法 

カドミウム  0.003  mg/L 以下 
日本工業規格K0102(以下｢規格｣という｡) 

55.2,55.3又は55.4に定める方法 

全シアン 検出されないこと 
規格38.1.2及び38.2に定める方法,規格38.1.2及び

38.3に定める方法又は規格38.1.2及び38.5に定める

方法 

鉛  0.01  mg/L 以下 規格54に定める方法 

六価クロム  0.05  mg/L 以下 

規格65.2に定める方法（ただし、規格65.2.6に定める

方法により塩分の濃度の高い試料を測定する場合に

あっては、規格Ｋ0170-7の7のa)又はb)に定める操作

を行うものとする。） 

砒素  0.01  mg/L 以下 規格61.2,61.3又は61.4に定める方法 

総水銀  0.0005 mg/L 以下 
昭和46年12月環境庁告示第59号(水質汚濁に係る環境

基準について)(以下「公共用水域告示」という.)付表

1に掲げる方法 

アルキル水銀 検出されないこと 公共用水域告示付表2に掲げる方法 

PCB 検出されないこと 公共用水域告示付表3に掲げる方法 

ジクロロメタン  0.02  mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

四塩化炭素  0.002  mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5に

定める方法 

塩化ビニルモノマー  0.002  mg/L 以下 付表に掲げる方法 

1,2-ジクロロエタン  0.004  mg/L 以下 
日本工業規格JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1又は5.3.2に

定める方法 

1,1-ジクロロエチレン  0.1    mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める方法 

1,2-ジクロロエチレン  0.04    mg/L 以下 
ｼｽ体にあっては日本工業規格K0125の5.1,5.2又は

5.3.2に定める方法、ﾄﾗﾝｽ体にあっては日本工業規格

K0125の5.1,5.2又は5.3.1に定める方法 

1,1,1-トリクロロエタン   1    mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5に

定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン  0.006  mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5に

定める方法 

トリクロロエチレン  0.01   mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5に

定める方法 

テトラクロロエチレン  0.01   mg/L 以下 
日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5に

定める方法 

1,3-ジクロロプロペン  0.002  mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.1に定める方法 

チウラム  0.006  mg/L 以下 公共用水域告示付表4に掲げる方法 

シマジン  0.003  mg/L 以下 公共用水域告示付表5の第1又は第2に掲げる方法 

チオベンカルブ  0.02   mg/L 以下 公共用水域告示付表5の第1又は第2に掲げる方法 

ベンゼン  0.01   mg/L 以下 日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定める法 

セレン  0.01   mg/L 以下 規格67.2,67.3又は67.4に定める方法 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素  10    mg/L 以下 
硝酸性窒素にあっては規格43.2.1, 43.2.3，43.2.5

又は43.2.6に定める方法,亜硝酸性窒素にあっては規

格43.1に定める方法 

ふっ素   0.8   mg/L 以下 

規格34.1若しくは34.4に定める方法又は規格34.1c)

に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法

で妨害となる物質が共存しない場合にあっては、これ

を省略することができる。）及び公共用水域告示付表

６に掲げる方法 

ほう素   1    mg/L 以下 規格47.1,47.3又は47.4に定める方法 

1,4-ジオキサン  0.05   mg/L 以下 公共用水域告示付表7に掲げる方法 

備考: 1 基準値は年平均値とする。ただし、全ｼｱﾝに係る基準値については最高値とする。 

 
2 「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法による測定した場合において、その結果が当該方法の定量

限界を下回ることをいう。 

 

3 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格43.2.1，43.2.3，43.2.5又は43.2.6により測定された硝酸ｲｵﾝの濃度

に換算係数0.2259を乗じたものと規格43.1により測定された亜硝酸ｲｵﾝの濃度に換算係数0.3045を乗じたものの和

とする。 

 
4 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝの濃度は、規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2により測定されたｼｽ体の濃度と規格K0125の5.1,5.2又は

5.3.1により測定されたﾄﾗﾝｽ体の濃度の和とする。 
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２ 水質汚濁防止法に基づく排水基準 

（1）排水基準を定める省令 （昭和 46.6.21 総理府令 35） 

ア 有害物質 

表 1 （別表第１ (第 1条関係)） 

有害物質の種類 許容限度 有害物質の種類 許容限度 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03   mg/L  ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4   mg/L  

ｼｱﾝ化合物 1    mg/L 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3     mg/L 

有機燐化合物（ﾊﾟﾗﾁｵﾝ,ﾒ

ﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ,ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及び

EPNに限る） 

1    mg/L 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06  mg/L 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02   mg/L  

ﾁｳﾗﾑ 0.06   mg/L 

鉛及びその化合物 0.1   mg/L  ｼﾏｼﾞﾝ 0.03   mg/L 

六価ｸﾛﾑ化合物 0.5   mg/L  ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.2   mg/L 

砒素及びその化合物 0.1   mg/L  ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1   mg/L 

水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他

の水銀化合物（総水銀） 
0.005 mg/L  

ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1   mg/L 

ほう素及びその化合物 
海域以外  10 mg/L 

ｱﾙｷﾙ水銀 検出されないこと 海 域 230  mg/L 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ 0.003 mg/L 
ふっ素及びその化合物 

海域以外   8 mg/L 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1  mg/L 海 域  15 mg/L 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1  mg/L ｱﾝﾓﾆｱ､ｱﾝﾓﾆｳﾑ化合物,亜

硝酸化合物及び硝酸化

合物 

※100  mg/L ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2  mg/L 

四塩化炭素 0.02  mg/L 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04  mg/L 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5  mg/L 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1    mg/L － － 

※ アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの，亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合量 

備考 1 「検出されないこと。」とは、第 2 条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態

を検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 

2 砒素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行令の一部を改正する政令（昭和 49 年政令第 363 号）の施行の際現にゆう出している温泉（温

泉法（昭和 23 年法律第 125 号）第 2 条第 1 項に規定するものをいう。以下同じ。）を利用する旅館業

に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 

   注 1 カドミウムについて次の 4 業種については、以下の暫定基準を設定する。 

      1）金属鉱業  0.08 ㎎/L （平成 26 年 12 月 1 日から平成 28 年 11 月 30 日まで） 

        2)  非鉄金属第 1 次製錬・製造業（亜鉛に係るもの）  0.09 ㎎/L 

       （平成 26 年 12 月 1 日から平成 29 年 11 月 30 日まで） 

      3） 非鉄金属第 2 次製錬・製造業（亜鉛に係るもの）  0.09 ㎎/L 

       （平成 26 年 12 月 1 日から平成 29 年 11 月 30 日まで） 

      4）溶融めっき業  0.1 ㎎/L （平成 26 年 12 月 1 日から平成 28 年 11 月 30 日まで） 

   注 2 1,4-ジオキサンについて次の 2 業種については、以下の暫定基準を設定する。 

      1）エチレンオキサイド製造業 6 ㎎/L （平成 27 年 5 月 1 日から平成 30 年 5 月 24 日まで） 

        2)  エチレングリコ－ル製造業 6 ㎎/L （平成 27 年 5 月 1 日から平成 30 年 5 月 24 日まで） 
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イ その他の項目 

表 2 （別表第 2  (第 1条関係)） 

排水基準項目 許 容 限 度 排水基準項目 許 容 限 度 

ｐH(水素ｲｵﾝ濃度) 

海域以外の公共用水域に排
出されるもの 

5.8～8.6 
海域に排出されるもの 

5.0～9.0 

銅含有量 3 mg/L 

亜鉛含有量 2 mg/L 

BOD(生物化学的酸素
要求量) 

160(日間平均120) mg/L  
溶解性鉄含有量 

10 mg/L 

COD(化学的酸素要求
量) 

160(日間平均120) mg/L 
溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量 

10 mg/L 

SS(浮遊物質量) 200(日間平均150) mg/L ｸﾛﾑ含有量 2 mg/L  

ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質 
鉱油類        5  mg/L  
動植物油脂類 30  mg/L 

大腸菌群数 日間平均3,000個/cm3 

窒素含有量 120(日間平均60)mg/L  

ﾌｪﾉｰﾙ類含有量 5  mg/L  燐含有量 16(日間平均 8)mg/L 

備 考 
1 「日間平均」による許容限度は、1日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 
2 この表に掲げる排水基準は、1日当たりの平均的な排出水の量が50立方ﾒｰﾄﾙ以上である工場又は
事業場に係る排出水について適用する。 

3 水素ｲｵﾝ濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を
掘採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

4 水素ｲｵﾝ濃度,銅含有量,亜鉛含有量, 溶解性鉄含有量, 溶解性ﾏﾝｶﾞﾝ含有量及びｸﾛﾑ含有量の排
水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正す
る政令の施行の際現にゆう出している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水につい
ては、当分の間、適用しない。 

5 生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排
出水に限って適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出
水に限って適用する。 

6 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがあ
る湖沼として環境大臣が定める湖沼，海洋植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがある海域
（湖沼であって水の塩素ｲｵﾝ含有量が1ﾘｯﾄﾙにつき9,000ﾐﾘｸﾞﾗﾑを超えるものを含む。以下、同じ。）
として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用
する。 

7 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがある湖
沼として環境大臣が定める湖沼，海洋植物ﾌﾟﾗﾝｸﾄﾝの著しい増殖をもたらすおそれがある海域とし
て環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用す
る。 
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３ 飲料水 

（1）水道法に基づく水質検査 

「水質基準に関する省令の一部を改正する省令（平成 23 年 1月 28 日厚生労働省令第 11 号）」 

項    目 基  準  値 項    目 基  準  値 

1 一般細菌 1mL の検水で形成され

る集落数が100以下で

あること 

27 総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ 0.1mg/L 以下 

2 大腸菌 検出されないこと 28 ﾄﾘｸﾛﾛ酢酸 0.03mg/L 以下 

3 ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化

合物 

ｶﾄﾞﾐｳﾑの量に関して、

0.003mg/L 以下 

29 ﾌﾞﾛﾓｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.03mg/L 以下 

4 水銀及びその化合

物 

水銀の量に関して、

0.0005mg/L 以下 

30 ﾌﾞﾛﾓﾎﾙﾑ 0.09mg/L 以下 

5 ｾﾚﾝ及びその化合物 ｾﾚﾝの量に関して、

0.01mg/L 以下 

31 ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.08mg/L 以下 

6 鉛及びその化合物 鉛 の 量 に 関 し て 、

0.01mg/L 以下 

32 亜鉛及びその化合

物 

亜鉛の量に関して、

1.0mg/L 以下 

7 ヒ素及びその化合

物 

ヒ素の量に関して、

0.01mg/L 以下 

33 ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びその化

合物 

ｱﾙﾐﾆｳﾑの量に関して、

0.2mg/L 以下 

8 六価ｸﾛﾑ化合物 六価ｸﾛﾑの量に関し

て、0.05mg/L 以下 

34 鉄及びその化合物 鉄 の 量 に 関 し て 、

0.3mg/L 以下 

9 亜硝酸態窒素 0.04 ㎎/L 以下 35 銅及びその化合物 銅 の 量 に 関 し て 、

1.0mg/L 以下 

10 ｼｱﾝ化物ｲｵﾝ及び塩

化ｼｱﾝ 

ｼｱﾝの量に関して、

0.01mg/L 以下 

36 ﾅﾄﾘｳﾑ及びその化合

物 

ﾅﾄﾘｳﾑの量に関して、

200mg/L 以下 

11 硝酸態窒素及び亜

硝酸態窒素 

10mg/L 以下 37 ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合

物 

ﾏﾝｶﾞﾝの量に関して、

0.05mg/L 以下 

12 ﾌｯ素及びその化合

物 

ﾌｯ素の量に関して、

0.8mg/L 以下 

38 塩化物ｲｵﾝ 200mg/L 以下 

13 ﾎｳ素及びその化合

物 

ﾎｳ素の量に関して、

1.0mg/L 以下 

39 ｶﾙｼｳﾑ、ﾏｸﾞﾈｼｳﾑ等

（硬度） 

300mg/L 以下 

14 四塩化炭素 0.002mg/L 以下 40 蒸発残留物 500mg/L 以下 

15 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.05mg/L 以下 41 陰ｲｵﾝ界面活性剤 0.2mg/L 以下 

16 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ

及びﾄﾗﾝｽ-1,2-ｼﾞｸﾛ

ﾛｴﾁﾚﾝ 

0.04mg/L 以下 42 ｼﾞｪｵｽﾐﾝ 0.00001mg/L 以下 

17 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02mg/L 以下 43 2-ﾒﾁﾙｲｿﾎﾞﾙﾈｵｰﾙ 0.00001mg/L 以下 

18 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 以下 44 非ｲｵﾝ界面活性剤 0.02mg/L 以下 

19 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01mg/L 以下 45 ﾌｪﾉｰﾙ類 ﾌｪﾉｰﾙの量に換算して、

0.005mg/L 以下 

20 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01mg/L 以下 46 有機物(TOC) 3mg/L 以下 

21 塩素酸 0.6 mg/L 以下 47 pH 値 5.8 以上 8.6 以下 

22 ｸﾛﾛ酢酸 0.02mg/L 以下 48 味 異常でないこと 

23 ｸﾛﾛﾎﾙﾑ 0.06mg/L 以下 49 臭 気 異常でないこと 

24 ｼﾞｸﾛﾛ酢酸 0.03mg/L 以下 50 色 度 5 度以下 

25 ｼﾞﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.1mg/L 以下 51 濁 度 2 度以下 

26 臭素酸 0.01mg/L 以下    

（平成 27 年 4月 1 日から施行） 
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（2）建築物衛生法施行規則第 4 条に基づく水質検査（建築物における衛生的環境の確保に関
する法律施行規則の一部を改正する省令（平成 26 年 4月 1 日施行）） 

 

【水道水又は専用水道から供給を受ける水のみを水源としている場合（A）】 

ア．6 ｹ月に 1 回： 

 
イ． 1 年に 1 回： 

 
 
【地下水その他の(1)以外の水を水源の全部又は一部としている場合（B）】 

ア．給水の開始前：水道水に係る全項目（51 項目）試験 

イ．6 ｹ月に 1 回：（A）のアに同じ 

ウ．1 年 に 1 回：（A）のイに同じ 

エ．3 年 に 1 回： 

項目名 検 査 項 目 基準値 備  考 

7 項目 四塩化炭素 0.002mg/L 以下  
ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及びﾄﾗﾝｽ
-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

0.04 mg/L 以下 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02 mg/L 以下 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01 mg/L 以下 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01 mg/L 以下 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01 mg/L 以下 

ﾌｪﾉｰﾙ類 0.005mg/L 以下 

項目名 検 査 項 目 基準値 備  考 
11 項目 一般細菌 100 個/mL 以下  

大腸菌 検出されないこと 

亜硝酸態窒素 0.04 ㎎/L 以下 
硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10  mg/L 以下 
塩化物イオン 200 mg/L 以下 
有機物(全有機炭素(TOC)の量) 3   mg/L 以下 
ｐH値 5.8 以上 8.6 以下 
味 異常でないこと 
臭気 異常でないこと 
色度 5   度以下 
濁度 2   度以下 

５項目 鉛及びその化合物 0.01mg/L 以下 
 
1 回目の水質試験の
結果、水質基準に適
合した場合、次回の
水質検査は省略可。 

亜鉛及びその化合物 1.0 mg/L 以下 
鉄及びその化合物 0.3 mg/L 以下 
銅及びその化合物 1.0 mg/L 以下 
蒸発残留物 500 mg/L 以下 

項目名 検 査 項 目 基準値 備  考 
12 項目 ｼｱﾝ化物ｲｵﾝ及び塩化ｼｱﾝ 0.01mg/L 以下 

 
6 月 1 日から 9 月 30
日の間 塩素酸 0.6 mg/L 以下 

ｸﾛﾛ酢酸 0.02mg/L 以下 
ｸﾛﾛﾎﾙﾑ 0.06mg/L 以下 
ｼﾞｸﾛﾛ酢酸 0.03mg/L 以下 
ｼﾞﾌﾞﾛﾓｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.1 mg/L 以下 
臭素酸 0.01mg/L 以下 
総ﾄﾘﾊﾛﾒﾀﾝ 0.1 mg/L 以下 
ﾄﾘｸﾛﾛ酢酸 0.03 mg/L 以下 
ﾌﾞﾛﾓｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.03mg/L 以下 
ﾌﾞﾛﾓﾎﾙﾑ 0.09mg/L 以下 
ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 0.08mg/L 以下 
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４ 公共下水道の流入規制 
 

（特定事業場からの下水の排除の制限に係る水質の基準） 
第9条の4 法第12条の2第1項に規定する政令で定める基準は、次の各号に掲げる物質について、

それぞれ該当各号に定める数値とする。 

1  ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 0.03   mg/L 以下 

2  ｼｱﾝ化合物 1     mg/L 以下 

3  有機燐化合物 1     mg/L 以下 

4  鉛及びその化合物 0.1   mg/L 以下 

5  六価ｸﾛﾑ化合物 0.5   mg/L 以下 

6  砒素及びその化合物 0.1    mg/L 以下 

7  水銀及びｱﾙｷﾙ水銀その他の水銀化合物 0.005  mg/L 以下 

8  ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと。 

9  ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ（PCB） 0.003  mg/L 以下 

10 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1     mg/L 以下 

11 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1     mg/L 以下 

12 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2     mg/L 以下 

13 四塩化炭素 0.02    mg/L 以下 

14 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04    mg/L 以下 

15 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1      mg/L 以下 

16 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4     mg/L 以下 

17 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3       mg/L 以下 

18 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06    mg/L 以下 

19 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02    mg/L 以下 

20 ﾁｳﾗﾑ 0.06    mg/L 以下 

21 ｼﾏｼﾞﾝ 0.03    mg/L 以下 

22 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.2     mg/L 以下 

23 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1     mg/L 以下 

24 ｾﾚﾝ及びその化合物 0.1     mg/L 以下 

25 ほう素及びその化合物 (河川)10mg/L 以下  (海域)230mg/L 

26 ふっ素及びその化合物 (河川)8mg/L 以下   (海域)15mg/L 

27 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5    mg/L 以下 

28 ﾌｪﾉｰﾙ類 5       mg/L 以下 

29 銅及びその化合物 3       mg/L 以下 

30 亜鉛及びその化合物 2       mg/L 以下 

31 鉄及びその化合物(溶解性) 10       mg/L 以下 

32 ﾏﾝｶﾞﾝ及びその化合物(溶解性) 10     mg/L 以下 

33 ｸﾛﾑ及びその化合物 2      mg/L 以下 

34 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 10     pg/L 以下 

備考 
2 前項各号に定める数値は、国土交通省令，環境省令で定める方法により検定した場合におけ
る数値とする。 

3 第1項第34号に定める数値は、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類の量をその毒性に応じて国土交通省令，環境省令で
定めるところにより2,3,7,8-4塩化ｼﾞﾍﾞﾝｿﾞ-ﾊﾟﾗ-ｼﾞｵｷｼﾝの量に換算した数値とする。 

4 水質汚濁防止法第3条第3項又はﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法第8条第3項の規定による条例によ
り、当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流水について第1項に定める基
準より厳しい排水基準が定められている場合においては、同項の規定にかかわらず、その排水
基準を当該物質に係る水質の基準とする。 

5 特定事業場から排除される下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放
流水に係る公共の水域又は海域に直接排除されたとした場合においては、水質汚濁防止法若し
くはﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法の規定による環境省令により、又は水質汚濁防止法第3条第3項
若しくはﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法第8条第3項の規定による条例により、当該下水について第1
項の基準（前項の規定が適用される場合にあっては、同項の基準）より緩やかな排水基準が適
用されるときは、第1項及び前項の規定にかかわらず、その排水基準を当該下水についての当
該物質に係る水質の基準とする。 

昭和 34.4.22 政令 147 
下水道法施行令 第 9条，9条の 4，9条の 5 
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（1） 公共下水道管理者は、著しく公共下水道若しくは流域下水道の施設の機能を妨げ、又

は公共下水道若しくは流域下水道の施設を損傷するおそれのある下水を継続して排除

して、公共下水道を使用する者に対し、次の各号に定める範囲内の水質については、除

外施設を設けるよう条例で定めることができる。 

① 温度                 45 度以上 

② 水素ｲｵﾝ濃度             5 以下又は 9以上 

③ ﾉﾙﾏﾙﾍｷｻﾝ抽出物質含有量 

  イ 鉱油類含有量       5mg/L を超えるもの 

ロ 動植物油脂類含有量  30mg/L を超えるもの 

④ 沃素消費量         220mg/L 以上 

（2） 製造業又はガス供給業の用に供する施設から公共下水道又は流域下水道に排除され

る汚水については、それらの施設から排除される汚水の合計量がその処理施設で処理さ

れる汚水量の１／４以上であると認められるとき、その処理施設に達するまでに他の汚

水により十分に希釈されることができないと認められるとき、その他やむを得ない理由

があるときは、次の項目に関し、次の各号に定める範囲内の水質を条例で定めることが

できる。 

① ｱﾝﾓﾆｱ性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量    125mg/L 未満 

② 水素ｲｵﾝ濃度       5.7 を超え 8.7 未満 

③ 生物化学的酸素要求量   300mg/L 未満（5日間につき） 

④ 浮遊物質量       300mg/L 未満 

⑤ 窒素含有量       150mg/L 未満 

⑥ 燐含有量         20mg/L 未満 
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５ 水浴場の水質判定基準 

（１）判定については、下記の表に基づいて以下のとおりとする。 

１）ふん便性大腸菌群数，油膜の有無，ＣＯＤ又は透明度のいずれかの項目が「不適」で

あるものを、「不適」な水浴場とする。 

２） 不適」でない水浴場について、ふん便性大腸菌群数，油膜の有無，ＣＯＤ及び透明度

によって、「水質ＡＡ」，「水質Ａ」，「水質Ｂ」あるいは「水質Ｃ」を判定し、水質ＡＡ」

及び「水質Ａ」であるものを「適」、「水質Ｂ」及び「水質Ｃ」であるものを「可」とす

る。 

・ 各項目の全てが「水質ＡＡ」である水浴場を「水質ＡＡ」とする。 

・ 各項目の全てが「水質Ａ」以上である水浴場を「水質Ａ」とする。 

・ 各項目の全てが「水質Ｂ」以上である水浴場を「水質Ｂ」とする。 

・ これら以外のものを「水質Ｃ」とする。 

 

項目 

 

区分 

ふん便性大腸菌群数 油脂の有無 COD 透明度 

適 

水質ＡＡ 
不検出 

(検出限界 2 個/100mL) 
油膜が認められない 

2mg/L 以下 

(湖沼は 3mg/L 以下) 

全透 

(1ｍ以上) 

水質Ａ 100 個/100mL 以下 油膜が認められない 
2mg/L 以下 

(湖沼は 3mg/L 以下) 

全透 

(1ｍ以上) 

可 

水質Ｂ 400 個/100mL 以下 
常時は油膜が認めら

れない 
5mg/L 以下 

1ｍ未満～

50cm 以上 

水質Ｃ 1,000 個/100mL 以下 
常時は油膜が認めら

れない 
8mg/L 以下 

1ｍ未満～

50cm 以上 

不  適 
1,000 個/100mL を超え

るもの 

常時油膜が認められ

る 
8mg/L 以上 50cm 未満* 

（注）判定は、同一水浴場に関して得た測定値の平均による。 

「不検出」とは、平均値が検出限界未満のことをいう。 

COD の測定は、日本工業規格 K0102 の 17 に定める方法（酸性法）による。 

透明度（*の部分）に関しては、砂の巻き上げによる原因は評価の対象外とす 

ることができる。 

 

（２） 「改善対策を要するもの」については以下のとおりとする。 

１）「水質Ｂ」又は「水質Ｃ」と判定されたもののうち、ふん便性大腸菌群数が 400 個/100mL

を超える測定値が 1以上あるもの。 

２）油膜が認められたもの。 
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６ 水産用水基準[2012 年版] 

（１）有機物（COD,BOD） 

１） 淡水域 

(1) 河 川 

① 自然繁殖の条件として、20℃5 日間の BOD は 3mg/L 以下であること｡ただし、サ

ケ，マス，アユを対象とする場合は 2mg/L 以下であること｡ 

② 成育の条件としては、20℃5 日間の BOD は 5mg/L 以下であること｡ただし、サケ，

マス，アユを対象とする場合は 3mg/L 以下であること｡ 

(2) 湖 沼 

① 自然繁殖の条件として、CODMn（酸性法）は 4mg/L 以下であること｡ただし、サケ，

マス，アユを対象とする場合は 2mg/L 以下であること｡ 

② 成育の条件として、CODMnは 5mg/L 以下であること｡ただし、サケ，マス，アユを

対象とする場合は 3mg/L 以下であること｡ 

２） 海 域 

① 一般の海域では、CODOH（ｱﾙｶﾘ性法）は 1mg/L 以下であること｡ 

② ノリ養殖場や閉鎖性内湾の沿岸域では CODOHは 2mg/L 以下であること｡ 

（２）全窒素、全リン 

１） 湖 沼 

コイ、フナを対象とする場合   全窒素  1.0  mg/L 以下 

全リン  0.1  mg/L 以下 

ワカサギを対象とする場合    全窒素  0.6  mg/L 以下 

全リン  0.05  mg/L 以下 

サケ科、アユ科を対象とする場合 全窒素  0.2  mg/L 以下 

全リン  0.01  mg/L 以下 

２） 海 域 

環境基準が定める水産 1種       全窒素   0.3  mg/L 以下 

全リン   0.03  mg/L 以下 

水産 2種        全窒素  0.6  mg/L 以下 

全リン  0.05  mg/L 以下 

水産 3種        全窒素  1.0  mg/L 以下 

全リン  0.09  mg/L 以下 

ノリ養殖に最低限必要な栄養塩濃度  無機態窒素 0.07 ～0.1mg/L 

無機態リン  0.007～0.014mg/L 

（３）溶存酸素（DO） 

１） 河川及び湖沼では 6mg/L 以上。ただし、サケ、マス、アユを対象とする場合は 7mg/L

以上であること。 

２） 海域では 6mg/L 以上であること。 

３） 内湾漁場の夏季底層において最低限維持しなくてはならない溶存酸素は 4.3mg/L

（3mL/L）であること。 

（４）水素イオン濃度(pH) 

１） 河川及び湖沼では 6.7～7.5 であること。 

２） 海域では 7.8～8.4 であること。 

３） 生息する生物に悪影響を及ぼすほどｐHの急激な変化がないこと。 
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（５）懸濁物質(SS) 
１） 淡水域 
(1) 河 川 
① 懸濁物質は 25mg/L 以下であること。ただし、人為的に加えられる懸濁物質は 5mg/L
以下であること。 

② 忌避行動などの反応を起こさせる原因とならないこと。 
③ 日光の透過を妨げ、水生植物の繁殖、生長に影響を及ぼさないこと。 

(2) 湖 沼 
① 貧栄養湖で、サケ、マス、アユなどの生産に適する湖沼においては、自然繁殖及
び生育に支障のない条件として、透明度は 4.5m 以上、懸濁物質は 1.4mg/L 以下であ
ること｡ 

② 温水性魚類の生産に適する湖沼においては、自然繁殖および生育に支障のない条
件として、透明度は 1.0m 以上、懸濁物は 3.0mg/L 以下であること｡ 

２） 海 域 
(1) 人為的に加えられる懸濁物質は 2mg/L 以下であること。 
(2) 海藻類の繁殖に適した水深において必要な照度が保持され、その繁殖と生長に影響

を及ぼさないこと。 
（６）着 色 

１） 光合成に必要な光の透過が妨げられないこと｡ 
２） 忌避行動の原因とならないこと。 

（７）水 温 
水産生物に悪影響を及ぼすほどの水温の変化がないこと。 

（８）大腸菌群 
大腸菌群数(MPN)が 100mL あたり 1,000 以下であること。ただし、生食用カキを飼育す

るためには 100mL あたり 70 以下であること。 

（９）油 分 

１） 水中には油分が検出されないこと。 

２） 水面に油膜が認められないこと。 

（１０）有害物質 

有害物質の基準値は、表 1，表 2，表 3，表 4 及び表 5 に掲げる物質ごとに同表の基準
値の欄に掲げるとおりとする。 

（１１）底 質 

１） 河川及び湖沼では、有機物などによる汚泥床、みずわたなどの発生をおこさないこと。 

２） 海域では乾泥として CODOH（ｱﾙｶﾘ性法）は 20mg/g 乾泥以下、硫化物は 0.2 mg/g 乾泥
以下、ノルマルヘキサン抽出物 0.1％以下であること。 

３） 微細な懸濁物が岩面、礫または砂利などに付着し、種苗の着生、発生あるいはその発
育を妨げないこと。 

４） 海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律に定められた溶出試験（昭和 48 年 2 月 17
日環境庁告示第 14 号）により得られた検液中の有害物質のうち水産用水基準で基準値
が定められている物質については、水産用水基準の基準値の 10 倍を下回ること。ただ
し、カドミウム、PCB については溶出試験で得られた検液中の濃度がそれぞれの化合物
の検出下限値を下回ること。 

５） ダイオキシン類の濃度は 150pgTEQ/g を下回ること。 
[備 考] 

１） 蓄積の可能性のある成分については、人体に対する安全性を考慮した水産動植物の許
容含有量の決定をまって基準値を定める。 

２） 放射性物質については、関連法規に定められた基準に従う。 
３） 分析方法：人の健康の保護に関する環境基準、生活環境の保全に関する環境基準及び

要監視項目に含まれる物質は公定法により分析することが望ましい。その他の基準値に
ついては公定法または一般的に用いられている方法（海洋観測指針第 1部(1999)、水質
汚濁調査指針(1980)、沿岸環境調査マニュアル(底質・微生物編)(1990)、環境測定分析
法注解(1985)）等を採用して差し支えない。 
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表 1 人の健康の保護に関する環境基準に定められている有害物質の基準値とその分析方法 

項   目 
基準値 （mg/L） 

分 析 方 法 
淡水域 海 域 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 

全ｼｱﾝ 

鉛 

六価ｸﾛﾑ 

砒素 

総水銀 

ｱﾙｷﾙ水銀 

PCB 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 

四塩化炭素 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 

ﾁｳﾗﾑ 

ｼﾏｼﾞﾝ 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 

ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 

ｾﾚﾝ 

硝酸態窒素 

亜硝酸態窒素 

ふっ素 

ほう素 

0.003 

0.005  

0.003 

0.0002   

0.01   

0.0002  

検出されないこと 

検出されないこと 

0.02 

0.002 

0.004 

0.04 

0.02 

0.5 

0.006 

0.03 

0.01 

0.002 

0.006 

0.003 

0.001 

0.01 

0.002 

9 

0.03 

0.8 

   1 

0.003 

0.001  

0.003 

0.01   

0.01   

0.0001  

0.001 

検出されないこと 

0.02 

0.002 

0.004 

0.04 

0.02 

0.5 

0.006 

0.03 

0.002 

0.002 

－ 

－ 

0.02 

0.01 

0.01 

7 

0.06 

1.4 

4.5 

JIS K0102*の55.2,55.3又は55.4 

JIS K0102の38.1.2と38.2又は38.1.2と38.3 

JIS K0102の54 

JIS K0102の65.2  

JIS K0102の61.2又は61.3 

付表**1 

付表2 

付表3 

JIS K0125***の5.1,5.2又は5.3.2 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,又は5.3.2 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,又は5.3.2 

JIS K0125の5.1,5.2又は5.3.2 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5 

JIS K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又は5.5 

JIS K0125の5.1,5.2又は5.3.1 

付表4 

付表5.1又は5.2 

付表5.1又は5.2 

JIS K0125の5.1,5.2又は5.3.2 

JIS K0102の67.2又は67.3 

JIS K0102の43.2.1,43.2.3又は43.2.5 

JIS K0102の43.1 

JIS K0102の34.1又は付表6 

JIS K0102の47.1,47.3又は付表7 

1. * 日本工業規格 JISK0102-1998 工場排水試験方法 

2. ** 「水質汚濁に係る環境基準について」昭和 46 年 12 月環境庁告示第 29 号の付表 1～付表 7 

3. *** 日本工業規格 JISK0125-1995 用水・排水中の揮発性有機化合物試験方法 

4.   「検出されないこと」とは、分析方法の欄に掲げる方法により測定した結果が当該方法の定量限

界を下回ることをいう。 

5. － 基準値が設定されていない。 

 

表 2 生活環境の保全に関する環境基準に定められている有害物質の基準値とその分析方法 

項  目 
基 準 値  （mg/L） 

分 析 方 法 
淡水域 海 域 

亜 鉛 検出されないこと 検出されないこと JIS K0102の53 
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表 3 要監視項目として定められている有害物質の基準値とその分析方法 

項   目 
基準値 （mg/L） 

分 析 方 法 
淡水域 海 域 

ｸﾛﾛﾎﾙﾑ 
ﾄﾗﾝｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 
1,2-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾊﾟﾝ 
p-ｼﾞｸﾛﾛﾍﾞﾝｾﾞﾝ 
ｲｿｷｻﾁｵﾝ 
ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝ 
ﾌｪﾆﾄﾛﾁｵﾝ(MEP) 
ｲｿﾌﾟﾛﾁｵﾗﾝ 
ｵｷｼﾝ銅 
ｸﾛﾛﾀﾛﾆﾙ(TPN) 
ﾌﾟﾛﾋﾟｻﾞﾐﾄﾞ 
EPN 
ｼﾞｸﾛﾙﾎﾞｽ(DDVP) 
ﾌｪﾉﾙｶﾙﾌﾞ(BPMC) 
ｲﾌﾟﾛﾍﾞﾝﾎｽ(IBP) 
ｸﾛﾙﾆﾄﾛﾌｪﾝ(CNP) 
ﾄﾙｴﾝ 
ｷｼﾚﾝ 
ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｴﾁﾙﾍｷｼﾙ 
ﾆｯｹﾙ 
ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ 
ｱﾝﾁﾓﾝ 
ﾏﾝｶﾞﾝ 

0.05  
0.04 
0.06 
0.1 
0.008 

検出されないこと 

検出されないこと 

0.04 
0.006 
0.001 
0.008 

検出されないこと 
検出されないこと 

検出されないこと 
検出されないこと 

0.0009 
0.6 
0.4 
0.001 
0.004 
0.07 
0.008 
0.2 

0.06 
0.04 
0.06 
0.07 
0.008 

検出されないこと 

検出されないこと 

0.04 
－ 

0.002 
－ 

検出されないこと 
検出されないこと 
0.003 
0.008 
0.08 
0.3 
－ 

0.06 
0.007 
0.07 
0.4 
0.2 

JIS K0125*5.1,5.2又は5.3.1 
〃 
〃 

付表**1-1又は1-2 
〃 
〃 
〃 

付表2 
付表1-1又は1-2 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

JIS K0125 5.1,5.2又は5.3.2 
〃 

付表3-1又は3-2 
JIS K0102***の59.3,付表4又は付表5 
JIS K0102の68.2,付表4又は付表5 
JIS K0102の62.2又は付表6 
JIS K0102の56.2,56.3,56.4,56.5 

 * 日本工業規格 JISK0125 用水・排水中の揮発性有機化合物試験方法 
 ** 「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方法につい

て」平成 5年 4 月 28 日環水規第 121 号付表 1～付表 8 
 *** 日本工業規格 JISK0102-1998 工場排水試験方法 
 － 基準値が設定されていない。 

 

表 4 ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類による大気の汚染，水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準とその分析法 

項  目 
基 準 値  （pg TEQ/L） 

分 析 方 法 
淡水域 海 域 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類 1 1 JIS K0312 

 

表 5 基準値、指針値が定められていない有害物質の基準値(mg/L) 

項  目 
基 準 値  （mg/L）  

淡水域 海 域 

ｱﾝﾓﾆｱ態窒素 

残留塩素(残留ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ) 

硫化水素 

銅 

ｱﾙﾐﾆｳﾑ 

鉄 

陰ｲｵﾝ界面活性剤 

非ｲｵﾝ界面活性剤 

ﾍﾞﾝｿﾞ(a)ﾋﾟﾚﾝ 

ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ化合物 

ﾄﾘﾌｪﾆﾙｽｽﾞ化合物 

ﾌｪﾉｰﾙ類 

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ 

0.01 
検出されないこと 
検出されないこと 

0.0009 
検出されないこと 

0.09 
検出されないこと 
検出されないこと 
検出されないこと 

0.000007 
－ 

0.008 
0.5 

0.03 
検出されないこと 
検出されないこと 
検出されないこと 

0.1 
0.2 

検出されないこと 
検出されないこと 

0.00001 
0.000002 

検出されないこと 
0.2 
0.04 

注：分析方法は公定法(JIS K0102)によることが望ましいが、基準値の備考欄に示した文献等の分析

方法を採用しても差し支えない。ダイオキシンの分析は、JIS K0312 による。 
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７ 農業用水基準 （水稲） (農林省公害研究会 昭和 45 年) 

 

項      目 基   準 

ｐH（水素イオン濃度） 6.0  ～  7.5 

COD(化学的酸素要求量) 6    mg/L 以下 

SS(浮遊物質) 100    mg/L 以下 

DO(溶存酸素) 5    mg/L 以上 

T-N(全窒素) 1    mg/L 以下 

EC(電気伝導度) 0.3  mS/cm 以下 

重金属 As(ヒ素) 0.05 mg/L 以下 

Zn(亜鉛) 0.5  mg/L 以下 

Cu(銅) 0.02 mg/L 以下 

 

｢農業用水基準｣は、農林水産省が昭和 44 年から約 1 ヵ年間、汚濁物質別に

ついて「水稲」に被害を与えない限度濃度を検討し、学識経験者の意見も取り

入れて、昭和 45 年 3 月に定めた基準で、法的効力はないが、水稲の正常な生

育のために望ましいかんがい用水の指標として利用されている。 
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８ 温泉飲用，浴用利用基準 
 
【飲用利用基準】 

微生物学的衛生管理 

ア 飲用に供する温泉は、飲泉口において採取したものについて、年一回以上、一般細菌数
及び大腸菌群の検査を行い、別表の基準値に適合していることを確認すること。また、着
色が認められる場合など必要に応じて、全有機炭素を検査すること。検査の結果、不良の
判定を得たときは、直ちに飲泉を中止し、その原因を排除すること。 

イ 一般細菌，大腸菌群等の検査結果を記録し、都道府県知事等から測定結果について報告
を求められたときは、直ちに提出できるようにその記録を保管しておくこと。 

 
別 表 

検査項目 基  準  値 

一般細菌 
1mL の検水で形成される集落数が
100 以下であること 

大腸菌群 検出されないこと 

全有機炭素(TOC) 5mg/L 以下であること 
温泉利用基準について（通知） 昭和 50 年 7月 12 日環自企第 424 号 

（昭和 61 年 7月 14 日環自施第 244 号で一部改正） 

（平成 元年 12 月 6日環自施第 438 号で一部改正） 

（平成 19 年 10 月 1 日環自総発第 071001002 号で一部改正） 
 
 
 

【浴用利用基準】 
公衆浴場における水質基準等に関する指針（平成 15 年 2月 厚生労働省 健発第 0214004 号 

鹿児島県公衆浴場法施行細則（平成 17 年規則第 35 号） 
 
○ 原湯，原水，上がり用水，上がり用湯の水質基準 

色 度       ５度以下であること 
濁 度       ２度以下であること 
ｐH値        5.8 以上 8.6 以下であること 
有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）   10mg/L 以下であること 
大腸菌群      50mL 中に検出されないこと 
レジオネラ属菌     検出されないこと（10cfu/100mL 未満） 

ただし、温泉水又は井戸水を使用するものであるため、この基準により難く、かつ、衛
生上危害を生じるおそれがない場合には、色度，濁度，ｐH値及び有機物等（過マンガン
酸カリウム消費量）の項目の基準の一部又は全部を適用しないことができる。 

 
○ 浴槽水の水質基準 

濁 度           ５度以下であること 
有機物等（過マンガン酸カリウム消費量）   25mg/L 以下であること 
大腸菌群        1 個/1mL 以下であること 
レジオネラ属菌     検出されないこと（10cfu/100mL 未満） 

ただし、温泉水又は井戸水を使用するものであるため、この基準により難く、かつ、衛
生上危害を生じるおそれがない場合には、濁度及び有機物等（過マンガン酸カリウム消費
量）の項目の基準のいずれか又は両方を適用しないことができる。 

 
○ 原湯，原水，上がり用水，上がり用湯，毎日浴槽内の湯水のすべてを換水している浴槽水
については 1年に 1回以上の水質検査を行う。 

 
○ 毎日浴槽内の湯水のすべてを換水していない浴槽水については 1 年に２回以上（ただし、
浴槽水の消毒の方法が塩素系の薬剤によるものでない場合には、1年に４回以上）の水質検
査を行う。 

 
○ 水質検査の結果は、検査の日から３年間保管する。 
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Ⅱ 土 壌 

1 土壌の汚染に係る環境基準について （平成 3.8.23 環告 46） 

項    目 環境上の条件 測 定 方 法 

カドミウム 検液1Lにつき0.01mg以下
であり、かつ、農用地に
おいては、米1kgにつき
0.4mg以下であること。 

環境上の条件のうち、検液中濃度に係るものに
あっては、日本工業規格K0102(以下｢規格｣とい
う。)55に定める方法、農用地に係るものにあ
っては、昭和46年6月農林省令第47号に定める
方法 

全シアン 検液中に検出されないこ
と。 

規格38に定める方法(規格38.1.1に定める方法
を除く。) 

有機燐 検液中に検出されないこ
と。 

昭和49年9月環境庁告示第64号付表1に掲げる
方法又は規格31.1に定める方法のうちｶﾞｽｸﾛﾏﾄ
ｸﾞﾗﾌ法以外のもの(ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝにあっては、昭和
49年9月環境庁告示第64号付表2に掲げる方法) 

鉛 検液1Lにつき0.01mg以下
であること。 

規格54に定める方法 

六価クロム 検液1Lにつき0.05mg以下
であること。 

規格65.2に定める方法（ただし、規格65.2.6に定め

る方法により塩分の濃度の高い試料を測定する場

合にあっては、日本工業規格Ｋ0170-7の7のa)又は

b)に定める操作を行うものとする｡） 

砒素 検液1Lにつき0.01mg以下
であり、かつ、農用地(田
に限る｡)においては、土
壌1kgにつき15mg未満で
あること。 

環境上の条件のうち、検液中濃度に係るものに
あっては、規格61に定める方法、農用地に係る
ものにあっては、昭和50年4月総理府令第31号
に定める方法 

総水銀 検液1Lにつき0.0005mg以
下であること。 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表1に掲げる
方法 

アルキル水銀 検液中に検出されないこ
と 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表2及び昭和
49年9月環境庁告示第64号付表3に掲げる方法 

PCB 検液中に検出されないこ
と 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表3に掲げる
方法 

銅 農用地(田に限る｡)にお
いては、土壌1kgにつき
125mg未満であること。 

昭和47年10月総理府令第66号に定める方法 

ジクロロメタン 検液1Lにつき0.02mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定め
る方法 

四塩化炭素 検液1Lにつき0.002mg以
下であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2, 5.3.1, 5.4.1
又は5.5に定める方法 

1,2-ジクロロエタン 検液1Lにつき0.004mg以
下であること。 

日本工業規格JIS K0125の5.1,5.2, 5.3.1又は
5.3.2に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン 検液1Lにつき0.1mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定め
る方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液1Lにつき0.04mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定め
る方法 

1,1,1-トリクロロエタン 検液1Lにつき1mg以下で
あること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又
は5.5に定める方法 

1,1,2-トリクロロエタン 検液1Lにつき0.006mg以
下であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又
は5.5に定める方法 

トリクロロエチレン 検液1Lにつき0.03mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又
は5.5に定める方法 

テトラクロロエチレン 検液1Lにつき0.01mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2,5.3.1,5.4.1又
は5.5に定める方法 

1,3-ジクロロプロペン 検液1Lにつき0.002mg以
下であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.1に定め
る方法 

チウラム 検液1Lにつき0.006mg以
下であること。 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表4に掲げる
方法 
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シマジン 検液1Lにつき0.003mg以
下であること。 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表5の第1又
は第2に掲げる方法 

チオベンカルブ 検液1Lにつき0.02mg以下
であること。 

昭和46年12月環境庁告示第59号付表5の第1又
は第2に掲げる方法 

ベンゼン 検液1Lにつき0.01mg以下
であること。 

日本工業規格K0125の5.1,5.2又は5.3.2に定め
る方法 

セレン 検液1Lにつき0.01mg以下
であること。 

規格67.2,67.3又は67.4に定める方法 

ふっ素 検液1Lにつき0.8mg以下
であること。 

規格34.1若しくは34.4に定める方法又は規格34.1c)

（注(6)第３文を除く｡）に定める方法（懸濁物質及び

イオンクロマトグラフ法で妨害となる物質が共存しな

い場合にあっては、これを省略することができる｡）及

び昭和46年12月環境庁告示第59号付表６に掲げる方法 

ほう素 検液1Lにつき1mg以下で
あること。 

規格47.1,47.3又は47.4に定める方法 

備考: 1 環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める方法により検液を作成し、これを用

いて測定を行うものとする。 

 

2 ｶﾄﾞﾐｳﾑ,鉛,六価ｸﾛﾑ,砒素,総水銀,ｾﾚﾝ,ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度に係る

値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質

の濃度がそれぞれ地下水1Lにつき0.01mg,0.01mg,0.05mg,0.01mg,0.0005mg, 0.01mg, 0.8mg及び1mgを超

えていない場合には、それぞれ検液1Lにつき0.03mg,0.03mg,0.15mg, 0.03mg,0.0015mg,0.03mg,2.4mg  

及び3mgとする。 

 
3 「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結

果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

 4 有機燐とは、ﾊﾟﾗﾁｵﾝ,ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ,ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及びEPNをいう。 

 

 

2 農用地の土壌の汚染防止等に関する指定要件 

（1）指定要件 

特定有害物質 政 令 で 定 め る 要 件 

ｶﾄﾞﾐｳﾑ及びその化合物 

① その地域内の農用地において生産される米に含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑの量が

米 1kg につき 0.4mg を超えると認められる地域であること。 

② 前号の地域の近傍の地域のうち次のイ及びロに掲げる要件に該当す

る地域であって、その地域内の農用地において生産される米に含まれる

ｶﾄﾞﾐｳﾑの量及び同号の地域との距離その他の立地条件からみて、当該農

用地において生産される米に含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑの量が米 1kg につき 0.4mg

を超えるおそれが著しいと認められるものであること。 

イ その地域内の農用地の土壌に含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑの量が前号の地域内

の農用地の土壌に含まれるｶﾄﾞﾐｳﾑの量と同程度以上であること。 

ロ その地域内の農用地の土性が前号の地域内の農用地の土性とおお

むね同一であること。 

銅及びその化合物 
その地域内の農用地（田に限る。）の土壌に含まれる銅の量が土壌 1kg

につき 125mg 以上であると認められる地域であること。 

砒素及びその化合物 

その地域内の農用地（田に限る。以下この号において同じ。）の土壌に

含まれる砒素の量が土壌 1kg につき 15mg（その地域の自然的条件に特別

の事情があり、この値によることが当該地域内の農用地における農作物の

生育の阻害を防止するため適当でないと認められる場合には、都道府県知

事が土壌 1kg につき 10mg 以上 20mg 以下の範囲内で定める別の値）以上で

あると認められる地域であること。 

※ 各号の要件に該当するかどうかの判定のために行うｶﾄﾞﾐｳﾑ，銅及び砒素の量の検定の方法は、

環境省令で定める。 
 

昭和 46.6.24 政令 204  
農用地の土壌の汚染防止等に関する法律施行令  
第 1条，2条 
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（2） 農用地における土壌中の重金属等の蓄積防止に係る管理基準 

（昭和 59 年 11 月 8 日 環水土 149 号） 

農用地における土壌中の重金属等の蓄積防止に係る管理基準値は、土壌（乾土）1kg に

つき亜鉛 120mg とする。 

 

 

3 特定有害物質による土壌汚染 

（1）指定区域の指定に係る基準(溶出)平成 14.12.26 環令 29 土壌汚染対策法施行規則第 31 条第 1項 別表第 3 

特定有害物質の種類 要     件 

カドミウム及びその化合物 検液1Lにつき0.01mg以下であること。 

六価クロム化合物 検液1Lにつき0.05mg以下であること。 

シマジン 検液1Lにつき0.003mg以下であること。 

シアン化合物 検液中にシアンが検出されないこと。 

チオベンカルブ 検液1Lにつき0.02mg以下であること。 

四塩化炭素 検液1Lにつき0.002mg以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液1Lにつき0.004mg以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液1Lにつき0.1mg以下であること。 

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液1Lにつき0.04mg以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液1Lにつき0.002mg以下であること。 

ジクロロメタン 検液1Lにつき0.02mg以下であること。 

水銀及びその化合物 
検液1Lにつき水銀0.0005mg以下であり、かつ、検液中に 

アルキル水銀が検出されないこと。 

セレン及びその化合物 検液1Lにつきセレン0.01mg以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液1Lにつき0.01mg以下であること。 

チウラム 検液1Lにつき0.006mg以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液1Lにつき1mg以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液1Lにつき0.006mg以下であること。 

トリクロロエチレン 検液1Lにつき0.03mg以下であること。 

鉛及びその化合物 検液1Lにつき鉛0.01mg以下であること。 

砒素及びその化合物 検液1Lにつき砒素0.01mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 検液1Lにつきふっ素0.8mg以下であること。 

ベンゼン 検液1Lにつき0.01mg以下であること。 

ほう素及びその化合物 検液1Lにつきほう素1mg以下であること。 

ポリ塩化ビフェニル 検液中に検出されないこと。 

有機りん化合物 検液中に検出されないこと。 

 

（2）指定区域の指定に係る基準(含有)平成 14.12.26 環令 29 土壌汚染対策法施行規則第 31 条第 2項別表第 4 

特定有害物質の種類 要     件 

カドミウム及びその化合物 土壌1kgにつきカドミウム150mg以下であること。 

六価クロム化合物 土壌1kgにつき六価クロム250mg以下であること。 

シアン化合物 土壌1kgにつき遊離シアン50mg以下であること。 

水銀及びその化合物 土壌1kgにつき水銀15mg以下であること。 

セレン及びその化合物 土壌1kgにつきセレン150mg以下であること。 
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鉛及びその化合物 土壌1kgにつき鉛150mg以下であること。 

砒素及びその化合物 土壌1kgにつき砒素150mg以下であること。 

ふっ素及びその化合物 土壌1kgにつきふっ素4,000mg以下であること。 

ほう素及びその化合物 土壌1kgにつきほう素4,000mg以下であること。 
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Ⅲ 産業廃棄物 

【有害物質等に係る判定基準】 

（1） 産業廃棄物の埋立処分に係る判定基準 
 

 

 

 

項   目 

 

① 規制対象事業場で生じた汚泥 

② ①を処分するために処理した

もの 

① 鉱さい（9 PCB を除く） 

② 規制対象施設で生じた燃え殻 

③ 規制対象施設で生じたばいじん 

④ ①～③を処分するために処理し

たもの 

1 ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと 

2 水銀又はその化合物 0.005 mg/L 以下 0.005 mg/L 以下 

3 ｶﾄﾞﾐｳﾑ又はその化合物 0.09  mg/L 以下 0.09  mg/L 以下 

4 鉛又はその化合物 0.3  mg/L 以下 0.3  mg/L 以下 

5 有機燐化合物 1    mg/L 以下  

6 六価ｸﾛﾑ化合物 1.5  mg/L 以下 1.5  mg/L 以下 

7 ひ素又はその化合物 0.3  mg/L 以下 0.3  mg/L 以下 

8 ｼｱﾝ化合物 1    mg/L 以下  

9 ポリ塩化ビフェニル 0.003 mg/L 以下 0.003 mg/L 以下 

10 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.3   mg/L 以下  

11 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1  mg/L 以下  

12 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2  mg/L 以下  

13 四塩化炭素 0.02  mg/L 以下  

14 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04  mg/L 以下  

15 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 1    mg/L 以下  

16 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.4   mg/L 以下  

17 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 3     mg/L 以下  

18 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.06  mg/L 以下  

19 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.02  mg/L 以下  

20 ﾁｳﾗﾑ 0.06  mg/L 以下  

21 ｼﾏｼﾞﾝ 0.03  mg/L 以下  

22 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.2   mg/L 以下  

23 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.1   mg/L 以下  

24 ｾﾚﾝ又はその化合物 0.3   mg/L 以下 0.3   mg/L 以下 

25 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.5  mg/L 以下  

 

 

 

 

 

金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令
（昭和 48.2.17 総令 5） 第 1条，第 3条 
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（2）産業廃棄物の海洋投入処分に係る判定基準 
 

有害物質等の種類 

汚泥 

（mg/L） 

動植物性残さ 

（㎎/㎏） 

廃酸・廃アルカリ・ 

家畜ふん尿 

（mg/L） 

1 ｱﾙｷﾙ水銀化合物 検出されないこと 検出されないこと 検出されないこと 

2 総水銀 0.0005 0.025 0.025 

3 ｶﾄﾞﾐｳﾑ又はその化合物 0.003 0.03 0.03 

4 鉛又はその化合物 0.01 1 1 

5 有機燐化合物 検出されないこと 1 1 

6 六価ｸﾛﾑ化合物 0.05 0.5 0.5 

7 砒素又はその化合物 0.01 0.15 0.15 

8 ｼｱﾝ化合物 検出されないこと 1 1 

9 PCB 検出されないこと 0.003 0.003 

10 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.03 0.3 0.3 

11 ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.01 0.1 0.1 

12 ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.02 0.2 0.2 

13 四塩化炭素 0.002 0.02 0.02 

14 1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.004 0.04 0.04 

15 1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1 1 1 

16 ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.04 0.4 0.4 

17 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 1 3 3 

18 1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.006 0.06 0.06 

19 1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 0.002 0.02 0.02 

20 ﾁｳﾗﾑ 0.006 0.06 0.06 

21 ｼﾏｼﾞﾝ 0.003 0.03 0.03 

22 ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.02 0.2 0.2 

23 ﾍﾞﾝｾﾞﾝ 0.01 0.1 0.1 

24 ｾﾚﾝ又はその化合物 0.01 0.1 0.1 

25 有機塩素化合物 1 4 4 

26 銅又はその化合物 0.14 10 10 

27 亜鉛又はその化合物 0.8 20 20 

28 ふっ化物 3 15 15 

29 ﾍﾞﾘﾘｳﾑ又はその化合物 0.25 2.5 2.5 

30 ｸﾛﾑ又はその化合物 0.2 2 2 

31 ﾆｯｹﾙ又はその化合物 0.12 1.2 1.2 

32 ﾊﾞﾅｼﾞｳﾑ又はその化合物 0.15 1.5 1.5 

33 ﾌｪﾉｰﾙ類 0.2 20 20 

34 1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 0.05 0.5 0.5 

 油分※ 15 － － 

※「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第 6 条第 1 項第 4 号に規定する油分を含む産業廃棄物に係る判定

基準を定める省令」（昭和 51.2.26 総令 5） 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改
正する政令（最終改正：平成 27 年 12 月 25 日） 
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Ⅳ 底 質 

水底土砂に係る判定基準  

項     目 基   準   値 

1 アルキル水銀化合物 検出されないこと 

2 水銀又はその化合物 検液 1Lにつき 0.005 mg 以下 

3 カドミウム又はその化合物 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

4 鉛又はその化合物 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

5 有機りん化合物 検液 1Lにつき 1     mg以下 

6 六価クロム化合物 検液 1Lにつき 0.5   mg以下 

7 砒素又はその化合物 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

8 シアン化合物 検液 1Lにつき 1     mg以下 

9 ポリ塩化ビフェニル 検液 1Lにつき 0.003 mg 以下 

10 銅又はその化合物 検液 1Lにつき 3     mg以下 

11 亜鉛又はその化合物 検液 1Lにつき 2     mg以下 

12 ふっ化物 検液 1Lにつき 15     mg 以下 

13 トリクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.3   mg以下 

14 テトラクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

15 ベリリウム又はその化合物 検液 1Lにつき 2.5   mg以下 

16 クロム又はその化合物 検液 1Lにつき 2     mg以下 

17 ニッケル又はその化合物 検液 1Lにつき 1.2   mg以下 

18 バナジウム又はその化合物 検液 1Lにつき 1.5   mg以下 

19 有機塩素化合物 試料 1kg につき 40    mg以下 

20 ジクロロメタン 検液 1Lにつき 0.2   mg以下 

21 四塩化炭素 検液 1Lにつき 0.02  mg以下 

22 １，２－ジクロロエタン 検液 1Lにつき 0.04  mg以下 

23 １，１－ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 1    mg以下 

24 シス－１，２－ジクロロエチレン 検液 1Lにつき 0.4   mg以下 

25 １，１，１－トリクロロエタン 検液 1Lにつき 3     mg以下 

26 １，１，２－トリクロロエタン 検液 1Lにつき 0.06  mg以下 

27 １，３－ジクロロプロペン 検液 1Lにつき 0.02  mg以下 

28 チウラム 検液 1Lにつき 0.06  mg以下 

29 シマジン 検液 1Lにつき 0.03  mg以下 

30 チオベンカルブ 検液 1Lにつき 0.2   mg以下 

31 ベンゼン 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

32 セレン又はその化合物 検液 1Lにつき 0.1   mg以下 

33 1，4-ジオキサン 検疫 1Lにつき 0.5  ㎎以下 

 ダイオキシン類 検疫 1Lにつき 10   pg以下  
 
 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第5条第1項に規定する埋立場所等に排出し
ようとする金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和 48.2.17 年 総令 6） 


